
（施策評価表50）

【施策番号Ⅲ－10－①－２】

H25予算（千円）

H24決算（千円）
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65,949

810,396

1,035,372

953,576

14,065
私立学校施設耐震化促進事業

施設課

施設課

耐震改修事業

校舎新・増改築事業（単県）

私学振興課

●再編整備対象校以外の耐震化が完了する
よう取組みを実施。

●県や国の補助制度を最大限活用できるよ
う学校法人に対して情報提供を行い、ま
た、早期の耐震診断実施を促進。

主な施策のまとめ

●耐震改修必要棟数は、H24年度末で70棟に減少。

●県単独の新たな補助制度の創設により、私立学校施設
の耐震化が促進され、耐震診断実施率が15ポイント上昇
（44%）。

●耐震改修必要棟について、耐震改修工事や改築工事を実施。

●H24年度に創設した県の補助制度の利用により、私立学校施
設の耐震化を更に促進。

●今後の状況を考慮した耐震化の実施及び学
校行事に配慮した計画的かつ効率的な施工。

●県や国の補助制度を利用しても学校法人の
負担は大きいため、国に対する補助制度の拡
充を要望。

・再編整備対象校以外の構造体の耐震化が
完了するよう取り組んでいく。

・さらに市町村立小中学校については、耐
震化の遅れている設置者に対し、耐震化の
加速を要請していく。

・耐震強度が不足する県立学校70棟のうち35棟について、耐
震改修・改築工事を施工することで耐震化の向上に資する（耐
震化率は4.4ポイント上昇し、平成25年度末には97.5%となる
予定）。

・市町村立小中学校については、市町村教育長等に対し、国の
助成制度等を積極的に活用し耐震化の加速を図るよう要請して
いく。

・再編整備対象校の再編状況を踏まえ、耐震
化を進める必要がある。

・授業や部活動といった学校行事に配慮した
計画的かつ効率的な施工期間について調整す
る必要がある。

・実習等で使用する畜舎や温室等の耐震化に
ついては、今後の利活用を踏まえた設計及び
施工が必要となる。

・構造体の耐震化に目途を立て、非構造部材
の点検及び耐震化を図る必要がある。

・耐震診断の結果により、耐震化工事の必
要性や内容（補強、改築）の検討ができる
よう、学校法人に対し早期の耐震診断実施
を促す。

・学校法人の費用負担が軽減されるよう、
国に対しても補助制度の拡充について働き
かけるとともに、県や国の補助制度を最大
限活用できるよう学校法人に対して情報提
供を行っていく。

・県や国の補助制度を利用しても、耐震化工
事の費用が多大であるため、学校法人の負担
は大きい。特に高等学校の改築には国の補助
制度がないため、県としても国に対して補助
制度の拡充を求めていく必要がある。

・H24年度に創設した県の補助制度の利用を促し、耐震診断35
棟、耐震補強７棟、耐震改築４棟の事業を実施することで、耐
震化を更に促進させる。

・私立学校施設の耐震化を促進するため、学校法人が行
う施設の耐震診断、耐震補強、耐震改築に対する県単独
の新たな補助制度を創設。この制度を利用し、耐震診断
19棟、耐震改築２棟（繰越）の事業が実施されたことで
耐震化に向けた取組みが促進された（耐震診断実施率は
15ポイント上昇し44%（暫定値））。

３ 平成24年度の主な成果

取組みの
方向性

６ 今後の方向性５ 施策を推進する上での課題４ 平成25年度の推進方針・推進状況

安心を実現する 戦 略

【戦略10】災害に負けない熊本
～熊本の防災力を高めます～

主な施策
◆学校の耐震化を進める
～学校施設の耐震化の促進～

①災害に負けない社会インフラ、ソフト対策の強化

・ 児童・生徒の学びの場の安
全を確保するため、全ての公
立学校施設の耐震化をめざし
ます。

・ 公立学校に比べ整備が遅
れている私立学校施設の耐震
化を緊急かつ集中的に促進す
るため、新たな助成制度を創設
し、私立学校の取組みを支援し
ます。

・県立学校対象棟1,024棟のうち885棟については、耐
震改修不要又は改修済み（H24.4.1現在）であり、耐震
強度が不足する残り139棟について、69棟を改修し、残
りは70棟に減少した（耐震化率は、6.7ポイント上昇し
93.1%となった）。

・市町村立小中学校については、設置者において国の助
成制度等を積極的に活用し、耐震化率は、88.1%
（H24.4.1現在）から6.3ポイント上昇し94.4%となっ
た（H25.4.1現在）。

２ 主な事業１ 取組内容 担当課
上段：H25事業
下段：H24事業
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